
　選挙の結果、改選前と同様に過半数を「自由民主党」が確保し、「民主党」は9議席減であるものの第2会派を維持。統一会派「減税日本一愛知」は、
改選前の1議席から19議席へと躍進し第3会派となり、「公明党」は第3会派から第4会派へと後退しました。

　暑さの厳しい日々が続いておりますが、皆様におかれましては、い
かがお過ごしでしょうか。

　さて、４月に行われました愛知県議会議員選挙におきまして、皆様
の暖かいご支援のもと、豊田市選挙区において初当選を果たし、５月
臨時議会・６月定例議会を経て、初の『県政レポート』を発行する事
ができました。

　今後は、『こころ通い合う社会』『たくましく発展する社会』『まじめ
に生きる人が報われる社会』の３つの社会実現を通じ、誰もが魅力を
実感できる“愛知”を目指して頑張ってまいりますので、今後とも変
わらぬご支援・ご指導をお願い申しあげます。
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氏　名 年齢 党派＆当選回数 得票数

中村　　晋

三浦　孝司

倉知　俊彦

樹神　義和

小島　丈幸

岡田　恭和
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36,474

35,622

28,928

28,633

19,981

民主党：現1期

自由民主党：現3期

自由民主党：現10期

民主党：新人

公明党：現3期

日本一愛知の会：新人

愛知県議会議員選挙（豊田市選挙区）
有権者数：323,009　　投票率：60.42　　定数：5

　3月11日に発生した「東日本大震災」以降の選挙自粛ムードにより、県内の平均投票率は42.01％と過去最低とな
りましたが、豊田市選挙区においては、60.42％と県内3番目の高い投票率でありました。
　また、2月に執行された知事選・名古屋市長選での勝利の余勢を駆って、地域政党の候補者が各選挙区で新たに立
候補・当選した事により、民主党は改選前35議席から26議席と激減する中で、皆様の絶大なるご支援を頂戴し、現職
の中村晋氏と共に豊田市選挙区初の2議席を確保する事ができました。
　誠にありがとうございました。

改選後の愛知県議会の情勢について

自由民主党
52議席

民主党
26議席

減税日本一愛知
18議席

公明党 6議席公明党 6議席 無所属 1議席無所属 1議席
☆愛知県議会内
　健康福祉委員会　委員
　安心・安全対策特別委員会　委員
☆民主党愛知県議員団内
　総務会　会員
　健康福祉・文教研究会　事務局長
☆その他
　民主党愛知県第11区総支部　幹事長
　ユタカクラブ議員協議会　副会長
　全トヨタ労働組合連合会　顧問

議員定数
103議席
議員定数
103議席

愛知県議会議員選挙を振り返って!!





『こたま 義和』に対するご意見・ご要望をお待ちしております。
　また、日頃の活動内容をタイムリーにご紹介させていただくため、
　ホームページをリニューアルいたしました。是非一度アクセスしてください。

こたま　豊田市
http://www.kotama.net

検索

　愛知県議会の議員定数は今回より103議席となりましたが、何故か議場の議席番号は104番まであり、その理由を
事務局に尋ねてみると、議席番号42番（死人？）は欠番になっているからだそうです。
　ちなみに、私の議席番号は4番ですが、議長席の右側から左側に向かって、「民主党」・「自由民主党」・「減税日本一
愛知」・「公明党」と会派別の議席が割り振られ、割り振られた議席の前列から当選回数順・年齢順で議席が与えられて
いますので、国会とは少し異なった配席となっています。

愛知県議会なるほどマメ知識 1

【質問の狙い】････････････････････････････････････････････
　行財政改革に関しては、幾度と無く議論が為されてきたが、神田県政
から大村県政へと12年ぶりに知事が変わり、私たち議会としても、4月の
選挙を通じて私を含め多くの新人議員が誕生した。
　また、3月には東日本大震災が発生したが、被災地のみならず、日本国
全体が未曾有の危機を迎えている現状を踏まえ、改めて行財政改革に関
する県の考え方を問うと同時に、今後の取り組みに対する提言を行う。

【主な質問と答弁】･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････

　　　健全で持続可能な行財政基盤の確立に向けて
　基金は、ほぼ枯渇している状況にあるが、できるかぎり安定的な財政運営が可能とな
るよう、歳入の確保、歳出の見直しをしっかりと行い、基金残高の回復に努めていきたい。
　県債については、臨時財政対策債のウェイトを過度に高めるのではなく、法人事業税
一部国税化の即時廃止や、地方交付税の原資となる国税5税の法定率引き上げ等によ
る地方一般財源の増額確保が必要であり、こうした点について、引き続き国に対し働き
かけを行っていきたい。

　　　市町村への権限移譲について
　これまで各市町村の意向を把握するため職員が各市町村を個別に訪問し、権限移譲
を推進してきたところであるが、今後についても市町村の自主性・自立性を尊重しつつ、移譲を受け入れやすい環境整
備に更に工夫をこらすとともに、市町村間での移譲事務のバラツキを解消し、できる限り幅広い市町村で受け入れられ
るよう、権限移譲の一層の推進に努めていきたい。

　　　「事業仕分け」の実施について
　事業の見直しについては、4月に庁内に立ち上げた政策評価・事務事業見直しプロジェクトチームにおいて、今後重
点的に改革を進めていく項目を洗い出し、具体的な改革案を作成していく予定。
　「事業仕分け」については、限られた時間の中で見直しの対象事業数も絞られ、その事業に直接携わっていない第三
者が、効率面だけで判断することになりがちといった問題点も指摘されており、どのような形の「事業仕分け」が本県
に相応しいか、引き続き研究していきたい。

【答弁に対する要望】･････････････････････････････････････････････
　市民サービスの維持・向上のためには、地域主権の推進こそが必要であり、二
重行政による無駄を削減し、借金体質である我が国の行政を改革する上でも、財源
も含めての権限移譲の積極的な取り組みをお願いする。
　「事業仕分け」については、未曽有の危機に瀕している今こそ、効率的・効果的
な行政を執り行う事が求められており、研究を速やかに終了し、機を逸することなく
実施に移していくことを切に要望する。

6月議会・本会議において、「行財政改革」に関する一般質問を行いました!!
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▲自席からの要望風景

歳出規模 県税収入
義務的経費（人件費、扶助費、公債費）
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12,131 12,464 11,914 12,402 12,695

歳出規模と県税収入の推移単位：億円


